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不妊治療と仕事の両立について
－不妊治療を受けながら働き続けられる職場づくりのためのマニュアル等の御案内－

不妊治療とは
「不妊」とは、

妊娠を望む健康な男女が避妊をしないで性交をしているにもかかわらず、一定期間妊娠し
ないことをいいます。公益社団法人日本産科婦人科学会では、この「一定期間」について「１
年というのが一般的である」と定義しています。

女性に排卵がなかったり、現在や過去に一定の病気にかかったことがあり、男性の精子数
が少なかったりすると妊娠しにくいことがあります。そのような場合は、上記の定義を満たさな
くても検査や治療を始める方がよいこともあります。

また、男女とも加齢により妊娠しにくくなり、治療を先送りすることで妊娠しなくなるリスクを考
慮すると、一定期間を待たないですぐに治療した方がよい場合もあります。

男性も女性も、検査によって不妊の原因となる疾患があると分かった場合は、原因に応じ
て薬による治療や手術を行いますが、原因がはっきりしない場合も、妊娠を目指して治療を
行うことがあります。

排卵日を診断して性向のタイミングを合わせるタイミング法、内服薬や注射で卵巣を刺激
して排卵をおこさせる排卵誘発法、精液を多くは調整して子宮に注入する人工授精などの
一般不妊治療、一般不妊治療では妊娠しない場合に、卵子と精子を取り出して身体の外で
受精させてから子宮内に戻す「体外受精」や「顕微授精」などの生殖補助医療を行います。
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不妊治療のスケジュール（目安）
※ 下表は目安です。年齢や個人の状況によって異なります。

体外受精、顕微授精を行う場合、特に女性は頻繁な通院が必要となります。また、一般不妊治療につ
いては、排卵周期に合わせた通院が求められるため、前もって治療の予定を決めることが困難な場合が
あります。さらに、治療は身体的・精神的・経済的な負担を伴い、ホルモン刺激療法等の影響で、腰痛、
頭痛、めまい、吐き気等の体調不良等が生じることもある他、仕事や治療に関するストレスを感じることも
あります。

男性についても女性の周期に合わせた通院や治療への参加が求められる場合があります。また、男性
も精神的な負担やストレスを感じることがあります。

不妊治療の現状と取り組む意義

５．５組に１組

７割、８割

３割以上

安定した労働力の確保、労働者の安心感やモチ
ベーションの向上、新たな人材の引き付けなど
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両立を支援するための取組等

参 考

厚生労働省HP 検索「不妊治療 仕事との両立 マニュアル」

＜不妊治療連絡カード> 不妊治療連絡カードを企業に提出する際は、企業にカードについて理解していただくた
めに、以下に紹介するマニュアル、ハンドブックを合わせて提出することも有効です。
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【令和４年４月１日施行】
不妊治療と仕事の両立をサポートする企業の認定制度
『プラス』認定が創設されました！
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① 企業が次世代育成支援対策推進法（以下「次世代法」）に基づいた一般事業主行動
計画の策定・届出を行い、その行動計画に定めた目標を達成するなどの一定の要件を
満たした場合、「子育てサポート企業」として認定（くるみん認定・トライくるみん
認定）

② くるみん 認定・トライくるみん認定企業のうち、より高い水準の要件を満たした企
業に対しては、より優良な「子育てサポート企業」として認定（プラチナくるみん認
定）

③ くるみん 等の認定を受けた企業が、不妊治療と仕事との両立にも積極的に取り組み
認定基準を満たした場合、３種類のくるみんにそれぞれ「プラス」認定を追加

④ 認定基準を満たさなくなったり、次世代法に違反した等の場合に、認定取消しの対
象となる。

( 制度の概要 )

新たな『くるみん』認定制度について

ＮＥＷ

ＮＥＷ

主
な
認
定
基
準

男性の育児休業等取得率 育児休業 10％以上又は育児休業＋育児目的休暇 20％以上

※男女の育児休業等取得率を厚生労働省のウェブサイト「両立支援のひろば」で公表すること

男性の育児休業等取得率 育児休業 30％以上又は育児休業＋育児目的休暇 50％以上

※プラチナくるみん認定後、男女の育児休業等取得率など「次世代育成支援対策の実施状況」を毎年公表すること

男性の育児休業等取得率 育児休業 7％以上又は育児休業＋育児目的休暇 15％以上

女性の育児休業取得率 75％以上

労働時間数 フルタイム労働者の月平均時間外・休日労働 45時間未満
全労働者の月平均時間外労働 60時間未満

不妊治療と仕事とを両立しやすい職場環境整備（①制度導入②周知③取組④相談窓口設置等）に取り組む企業を認定

くるみんプラス トライくるみん
プラス

プラチナくるみん
プラス
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認定基準の概要 令和4年4月1日改正
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2021年4月1日

次世代法 パンフレット

参 考

事業主は以下のいずれかの措置を講じなければなりません。

改正育児・介護休業法のご案内

２ 有期雇用労働者の育児・介護休業取得要件の緩和

●育児休業：１才６か月までの間に契約が満了することが明らかでない

●介護休業：介護休業開始予定日から９３日経過日から６か月を経過する日までに契約が

満了することが明らかでない

● 育児休業を取得しやすい雇用環境の整備

① 育児休業・産後パパ育休に関する研修の実施

② 育児休業・産後パパ育休に関する相談体制整備

③ 自社の労働者の育児休業・産後パパ育休取得 事例

の収集・提供

④ 自社の労働者へ育児休業・産後パパ育休制度と育

児休業取得促進に関する方針の周知

● 妊娠・出産の申し出をした労働者に対する

個別の周知・意向確認の措置

周

知

事

項

① 育児休業・産後パパ育休に関する制度

② 育児休業・産後パパ育休の申し出先

③ 育児休業給付に関すること

④ 労働者が育児休業・産後パパ育休期間に

ついて負担すべき社会保険料の取り扱い

令和４年４月１日施行

１ 雇用環境整備、個別の周知・意向確認の措置の義務化
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産後パパ育休（R4.10.1～）

育休とは別に取得可能

育児休業制度

（R4.10.1～）

育児休業制度

（現行）

対象期間

取得可能日数

子の出生後８週間以内に

４週間まで取得可能

原則子が１歳

（最長２歳）まで

原則子が１歳

（最長２歳）まで

申出期限 原則休業の２週間前まで 原則１か月前まで 原則１か月前まで

分割取得
分割して２回取得可能
（初めにまとめて申し出ることが必要）

分割して

２回取得可能

（取得の際にそれぞれ申出）

原則分割不可

休業中の就業
労使協定を締結している場合に限り、労働者が合

意した範囲※で休業中に就業することが可能
原則就業不可 原則就業不可

１歳以降の

延長

育休開始日を

柔軟化

育休開始日は１歳、１歳半

の時点に

限定

１歳以降の

再取得

特別な事情がある場合に限り

再取得可能※３
再取得不可

産後パパ育休も育児休業給付（出生時育児休業給付金）の対象です。休業中に就業日がある場合は、就業日数

が最大10日（10日を超える場合は就業している時間数が80時間）以下である場合に、給付の対象となります。

注：上記は28日間の休業を取得した場合の日数・時間。休業日数が28日より短い場合は、その日数に比例して短く

なります。育児休業給付については、最寄りのハローワークへお問い合わせください。

３ 産後パパ育休（出生時育児休業）の創設
４ 育児休業の分割取得

令和４年10月１日施行

改正後の働き方・休み方のイメージ（例）

＋

育休

出生後８週

父

夫婦が育休を交代で

きる回数が増える

１歳 １歳半
２歳

出生

開始時点を柔軟化することで、

夫婦が育休を途中交代できる

保育所に入所できない等の場合

育 休 育休 育休

育休 育休

産 休

育休 育 休

母 育 休

育休

さらに

もう１回

出生児

退院時等

産後パパ育休 今回の改正で新たにできるようになること

公表内容は、男性の「育児休業等の取得率」または「育児休業等と育児目的休暇の取得率」です。取得率の算定期間は、公表を

行う日の属する事業年度（会計年度）の直前の事業年度です。インターネット等、一般の方が閲覧できる方法で公表してくださ

い。自社のホームページ等のほか、厚生労働省が運営するウェブサイト「両立支援のひろば」で公表することもおすすめします。

従業員数1,000人超の企業は、育児休業等の取得の状況を,年１回,公表することが義務付

けられます。

５ 育児休業取得状況の公表の義務化

令和５年10月１日施行
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さらに詳しく知るための情報・イベントなど

■男性の育児休業取得促進セミナーのご案内

イクメンプロジェクトでは、改正育児・介護休業法も踏まえて、男性の育児休

業取得促進等に関するセミナーを開催しています。

➀男性の育児休業取得促進セミナー

https://ikumen-project.mhlw.go.jp/event/

■両立支援について専門家に相談したい方へ

【中小企業のための育児・介護支援プラン導入支援事業】

制度整備や育休取得・復帰する社員のサポート、育児休業中の代替要員確保・

業務代替等でお悩みの企業に、社会保険労務士等の専門家が無料でアドバイス

します。

②中小企業育児・介護休業等推進支援事業

https://ikuji-kaigo.com/

■就業規則作成、雇用環境整備、個別周知・意向確認に活用できる素材

厚生労働省では以下の資料をご用意しています。社内用にアレンジする等して

ご活用いただけます。

③社内研修用資料、動画 https://ikumen-project.mhlw.go.jp/company/training/

④就業規則、個別周知・意向確認、事例紹介、制度・方針周知ポスター例

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/000103533.html

■両立支援のひろば（厚生労働省運営のウェブサイト）

両立支援に取り組む企業の事例検索や自社の両立支援の取組状況の診断等が

行え、育児休業取得率の公表も行えます。

⑤両立支援のひろば https://ryouritsu.mhlw.go.jp/

➁

④

③

⑤

➀

東京労働局 解説動画

育休…取りたい人がみんな取れるように

「改正育児・介護休業法オンライン！説明
会」の解説動画をリニューアルしました。

『東京労働局ホームページ』のトップペー
ジからご覧いただけます。

ご案内

本日はお疲れ様でした。

ご清聴ありがとうございます。

【本件に関するお問合せ先】

東京労働局雇用環境・均等部指導課

千代田区九段南１－２－１九段第３合同庁舎１４階

☎ ０３－３５１２－１６１１

https://ikumen-project.mhlw.go.jp/event/
https://ikuji-kaigo.com/
https://ikumen-project.mhlw.go.jp/company/training/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/000103533.html
https://ryouritsu.mhlw.go.jp/

